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四輪電動化戦略の見直しに伴う損失の発生 および今後の方向性について 

会見スピーチ原稿 

 

2026 年 3 月 12 日 

Honda 

 

（三部） 

皆様、こんにちは。三部です。 

本日はお忙しい中、また急なお声掛けにもかかわらずお集まりいただき、ありがとうございます。 

既にニュースリリース等でご覧いただいているかと思いますが、本日、2026 年 3 月期の業績見通しの

修正を発表しました。非常に厳しい内容となっていますが、今回の経営判断に至った経緯や、四輪中長

期戦略の再構築に向けた今後の方向性について、ご説明したいと思います。 

 

Honda は、2050 年のカーボンニュートラル実現を目指して取り組みを進めています。この達成に向

けては、特に乗用車をはじめとする小型モビリティの領域において、長期的視点では EV が最適解である

という考えのもと、その普及に向けて大きく舵を切る決断をしました。 

この道のりにおいては、当初は 2020 年代後半にかけて各国で厳しい環境規制が本格化していく見

通しでした。例えば、米国の自動車環境規制である ACC II では、目標未達の場合、1 台あたり最大

2 万ドルが科されるなど、非常にシビアな対応が求められます。このような事業環境を前提としながら、こ

の数年間、来る EV 普及期に向けて着実に仕込みを行ってきました。 

この経営資源を EV にシフトするという判断は、IRA などの補助金や、EV 導入時の ICE・ハイブリッド

モデルの収益性なども含め総合的に勘案したものです。そして何より、このカーボンニュートラル実現に向

けた取り組みは、未来のこどもたち、将来世代に対して、モビリティカンパニーとしての責務がある、と強い

意志を持って決断したものでした。 

 

しかし、足元の事業環境は、この数年間で、我々の想定をはるかに上回るスピードで大きく変化しまし

た。まず、米国ではご存知の通り、環境規制の緩和が進み、EV 補助金が廃止されたことで、市場成長

のスピードが大きく鈍化しており、この傾向は当面継続すると見ています。逆に中国では EV 市場は拡大

したものの、競合他社の想定をはるかに上回るスピードでの商品投入、電動化・知能化が進み、

ASEAN においても新興 OEM の攻勢を受け、いずれも競争環境が激化しています。 

この競争環境の中で Honda は、新興 OEM などと比較しバリューフォーマネーのある製品を提供でき

ず、競争力の低下を招きました。こういった変化に対し、柔軟に対応できなかったこと、また、関税影響に

より ICE・ハイブリッドモデルの収益が悪化したこと、など、様々な要因により、四輪事業は極めて厳しい

収益状況に陥ったと認識しています。 

 



2 

こうした状況を踏まえ、今回、Honda 0 SUV、Honda 0 SALOON、Acura RSX について、上市

および開発を中止するという判断をしました。 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向け、電動化は避けて通れないテーマであり、その中で私たち

は、0 シリーズの開発を通じて、「これからの時代に Honda が提供したい価値とは何か」という点を追求

し続けてきました。しかしながら、ただいま述べた事業環境の変化に伴い、北米を中心に EV の需要は大

幅に減少し、あらゆる手立てをとりましたが収益性は非常に厳しい状況であり、このまま生産・販売フェー

ズに移行すると、将来にわたってさらなる損失拡大を招くという状況にあります。多くの従業員、お取引

様、販売現場の皆様が情熱を注ぎ、期待を寄せていただいていたお客様の存在も十分に承知していま

す。だからこそ、この判断は決して容易なものではありませんでしたが、それでもなお、この 3 モデルを事業

成立が困難な状況のまま世に送り出すことは、早期に生産中止とした場合に、ブランド価値の毀損など

の面でお客様にご心配、ご迷惑をお掛けする可能性があると受け止めており、また、会社の将来にとって

も最善ではないと、断腸の想いで決断を下しました。 

今回の判断については非常に重く受け止めており、影響を受けるお取引先様の皆様については、一

社一社、丁寧に対応させていただく考えです。 

 

この判断に伴い、これらのモデルの生産に利用予定であった有形固定資産・無形資産の減損損失

及び除却損失や、それに関連する追加損失などを計上する見込みとなりました。その総額は、現時点、

最大で見通すと 2.5 兆円、その内約 1.3 兆円の損失を、今年 2 月 10 日に公表した直近の今期の

見通しに対して追加で計上する見込みです。 

その内訳は、営業損失が 8,200 億円～11,200 億円、中国などの持分法による投資損失が

1,100 億円～1,500 億円となる見込みとなります。また、残りの 1.2 兆円の損失についても、基本的

には 2027 年 3 月期に計上する予定です。 

今回、このような大きな額の損失を計上することとなりましたが、今、私たち経営に求められていること

は、過去を取り繕うことではなく、この現実を正面から受け止め、四輪事業を中長期的に成長できる構

造へと転換することだと考えています。 

その戦略の再構築に向けた方向性を貝原からご説明いたします。 

 

 

（貝原） 

それでは私から、中長期戦略の再構築にむけた方向性をご説明いたします。 

まず、これまで EV に傾けていたリソース配分を見直し、2020 年代後半にかけて可及的速やかにハ

イブリッドモデルの新商品を投入し、足元の収益改善を図るとともに、四輪事業基盤を一層強化してい

きます。また、EV については、将来 EV 需要が再び増大に転じることを想定し、投資規律を維持しなが

ら、長期的な視点で仕込みを行います。 
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その上で、地域戦略として、米国、日本に加え、今後さらなる市場拡大が見込まれるインドを注力国

と定め、取り組みを強化していきます。 

米国市場においては、今回のリソース配分の変更を踏まえ、既存の計画とは別に、2020 年代後半

にかけて、新たなハイブリッドモデルを追加で投入していく計画です。 

また、これまでお伝えしてきた通り、2027 年以降、新世代のハイブリッドシステムを主力モデルに順次

搭載していきます。あわせて、市場規模の大きい D セグメント以上の大型車のカテゴリーにおいても、新

たに開発した大型ハイブリッドシステムを適用し、ラインアップを拡大していく考えです。 

これに加え、すでに米国で公道走行による開発を行っている次世代 ADAS を、主力ハイブリッドモデ

ルに搭載する予定であり、順次ラインアップを拡大していきます。新型ハイブリッドへの次世代 ADAS 搭

載を軸に、モデルミックスの改善を進めていくことで、北米事業において、台数・収益の両面でさらなる成

長を実現していきます。 

日本市場においても、先日発表した SPORT LINE、TRAIL LINE の展開、および北米生産車の

導入に加え、2027 年以降、次世代ハイブリッドシステムの本格展開を進めていきます。 

次世代 ADAS についても、日本の複雑な道路環境やお客様の運転嗜好にしっかりと適合し、国内

市場に投入します。次世代 ADAS は、日本のお客様とって未知の技術であり、「運転」に対する概念そ

のものを変えうるものだと考えています。だからこそ、できるだけ多くのお客様に提供したいという考えのも

と、まずは、新型 Vezel から搭載し、手の届く、競争力のある価格帯で提供することで、日本での普及

を目指します。 

これらの取り組みを通じて、現在、軽自動車や小型モデルの販売比率が高い日本のラインアップ底上

げを図り、Honda ブランドの強化を進めていきます。 

インドについては、本日詳細はお伝えできませんが、インドの需要にあったモデル投入によるラインアップ

拡大を含め、抜本的な事業強化の検討を進めているので、その内容が決まり次第お伝えしたいと思いま

す。 

一方で、電動化の進展など事業環境の前提が他地域とは異なる中国においては、中国市場の特性

を踏まえ、智能化・電動化技術の搭載を一層強化するとともに、中国市場に最適な競争力のあるサプ

ライチェーンを構築していくことで、商品力とコスト競争力の抜本的な強化を図っていきます。 

 

これらの地域戦略に加えて、四輪事業の競争力を根本から高め、将来に渡って持続的に成長させる

ための取り組みとして、「開発期間の短縮」、「生産効率の改善」、「サプライチェーンの強化」を軸としたも

のづくり改革を進めていきます。 

それぞれの取り組みの詳細については、今後改めてお伝えしたいと思いますが、足元で四輪事業への

影響が大きいサプライチェーンについては、半導体やレアアースなどのリスク部品を含む安定的な調達体

制の強化に加え、地域毎の事業環境に合わせた強化も進めていきます。 

関税の影響がビジネスに大きく及んでいる北米においては、2027 年以降に展開する次世代ハイブリ

ッドモデルを中心に、現地調達比率の拡大を進めていきます。特に、ハイブリッドシステムの主要部品であ

るバッテリーについては、LG エナジーソリューションとの JV パートナーシップを基盤に、合弁会社である L-
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H Battery において、EV 用バッテリーの生産ラインをハイブリッド用へと転換し、現地生産を行う方向で

検討を進めているほか、ESS 向けへの転換についても取り組みを進めています。これにより、北米におけ

る HEV 需要への的確な対応、関税影響の軽減、そして L-H Battery の安定的な稼働を同時に実

現していきます。 

 

これらの取り組みと同時に、財務観点では、規律ある支出コントロールを徹底することで、事業規模に

見合った固定費体質への転換を進めていきます。具体的には、収益状況に応じた投資キャップの設定

を厳格化し、これまで以上に規律ある意思決定を徹底していきます。 

戦略上の重要性と収益性を踏まえた優先順位付けにより、選択と集中を進めるとともに、投資後の

収益状況の継続的なモニタリング機能も強化します。今回の EV に関わる減損に伴い、全社の収益は

26/3 月期、27/3 月期が底となりますが、これらの一過性影響を除けば、営業利益は 1 兆円レベルを

保持していると試算されます。 

さらに、本日ご説明した取り組みにより、四輪事業を再び成長軌道に回復させていきます。特に、28

年 3 月期以降は、米国における新モデルや、グローバルでの次世代ハイブリッドモデルの投入効果を、複

数のモデルで、かつフルイヤーで確実に取り込みながら、四輪事業本来の「稼ぐ力」を着実に取り戻して

いきます。商品競争力の向上とモデルミックスの改善により、台数と収益の両面で収益構造を改善し、

安定的に利益を創出できる事業体質へと転換します。 

また、今回の判断に伴う一部の追加的支出が次期以降の決算において計上される可能性はありま

すが、二輪事業や金融サービス事業の強固な収益力とキャッシュ創出力により、足元の 9 か月累計後

の R&D 調整後キャッシュフローは前期と同等レベルを維持しています。財務健全性の観点では、手元

のキャッシュは、目安としている月商 1 か月分を確実に保持しており、事業会社においての借入水準も

関しても相対的に低い状況です。そのため、格付けに関しても他社比較で優位な格付けを維持してい

ます。 

このような強固なキャッシュ創出力と盤石なバランスシートにより、DOE での安定的な株主還元を継

続していきます。なお、今回の通期連結業績予想への修正はあるものの、配当予想については変更い

たしません。 

 

 

（三部） 

貝原さん、ありがとうございました。 

本日お話した通り、今後、EV に関連する追加投資について見直しを図りますが、これまで EV 開発

で培ってきたソフトウェアの技術や知見は、無駄にすることなく今後に生かしていきます。特に、ASIMO 

OS や次世代 ADAS と言った、0 シリーズで提供しようとしていた価値は、HEV を通じて、大きく時間軸

を変えることなく提供してまいります。 

現在は北米などで EV 需要が減速していますが、これは永続的なものではないと考えています。カーボ

ンニュートラルの実現に向け、将来、EV 需要が再び拡大に転じたとき、その期待に正面から応え、
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Honda らしい魅力ある商品をお届けするためには、収益性や需要動向とのバランスを見ながら、長期

的な視点で柔軟に EV への仕込みを続けていくことが必要だと考えます。そのためにも、今は一度足元を

見つめ直し、収益構造を立て直すことが必要だと判断しました。 

本日は、このような課題認識のもと、中長期戦略の再構築にむけた方向性をご説明しました。その詳

細については、5 月の会見にて改めてお伝えします。 

ご清聴ありがとうございました。 

 

＜終＞ 


